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グローバルモビリティ～海外税務～ 
中国個人所得税改革の要点及び日系企業に対する影響 

はじめに 

2018 年 6 月 19 日、「中華人民共和国個人所得税法修正案」（草案）が第十三回全国人民代表大会常務委員会第 3
回会議に提出され、広く注目を集めている中国個人所得税法の改革が正式に幕を開けました。「中華人民共和国個

⼈所得税法実施条例」（以下「実施条例」という）、「個人所得税専門付加控除項目に関する暫定弁法」、「中国国内に

住所のない個人の居住時間判断基準に関する公告」（以下「34 号公告」という）及び「非居住者個人及び中国国内に

住所のない居住者個人の個人所得税政策に関する公告」（以下「35 号公告」という）など重要な関連法規が相次いで

公布され、新税法に基づく具体的な実施細則はようやく結論が明らかになりました。 

本文では、今回の中国個人所得税改革の要点及び日系企業に与える影響につき解説します。 

1. 中国個人所得税法修正案の要点 

従前の個人所得税法と比較し、2018 年 8 月 31 日に可決された「中華人民共和国個人所得税法」修正案には、主に

以下の変更点が含まれています。 

 「居住者」の定義を明確化し、「183 日」ルールという居住者身分判定基準を導入する 
 課税所得の種類を調整し、賃金給与所得、労務報酬所得、原稿料所得、特許使用料所得を総合所得に含める 
 賃金給与所得について、低税率（3％～25％）区分を拡大する 
 賃金給与所得に係る基礎控除額を引き上げ、附加控除費用を取り消し、専門附加控除項目を新設する 
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 新しい申告納税制度を制定し、居住者個人の総合所得につき、月次源泉徴収と確定申告を組み合わせる徴収方

法を採用する 
 国外移住前の税務清算規定を新たに追加する 
 多部門間での情報の共有を明確にし、社会信用システムを確立する 
 個人の脱税防止条項を追加する 

2. 中国個人所得税法実施条例修正案の要点 

従前の個人所得税法実施条例と比較し、2018 年 12 月 22 日に公布された実施条例の最終案には、主に以下の変

更点が含まれています。 

 中国国内に住所を有しない個人 1の中国国外源泉所得に対する個人所得税免除 
 「5 年ルール」を「6 年ルール」に調整する 
 経営活動、権益性資産の譲渡、原稿報酬所得、偶然所得の源泉地判定基準を補足・整備する 
 経営所得、財産譲渡所得等の項目についての課税所得範囲を明確化する 
 みなし財産譲渡条項を新たに追加する 
 新税法における課税項目分類に基づき、国外所得税控除の原則的な規定を明確化する 
 新税法における関連の租税回避防止項目を詳細に定める 
 税務機関が特定の場合に、源泉徴収義務者を指定できる規定を追加する 
 個人実名納税及び納税者識別番号制度を明確化する 
 総合所得を取得した場合に、確定申告をしなければならない状況、及び税務機関が税金還付を行わない状況を

列挙する 
 居住者個人が国外への移転により中国⼾籍を取り消す前に、必要な納税申告事項を明確化する 
 専門付加控除の徴収管理規定を新たに追加する 
 専門付加控除に関する多部門間協同責任を明確にする 

3. 日系企業に影響を与える変更点 

(1) 「6 年ルール」 

「6 年ルール」では、外国（日本など）、香港・マカオ・台湾から中国へ優秀な人材を誘致する政策理念が反映されてい

ます。従来の税法の「5 年ルール」に比べると、新しい「6 年ルール」においては更なる優遇を受けることが可能です。

一般的な日本からの赴任者を含む、（中国での）住所のない個人は「その前の 6 年間」のいずれかの年度において、

一回で 30 日超の中国出国があれば、連続居住年数をリセットすることができます。また、住所のない個人に係る

2018 年度までの状況を問わず、新個人所得税法の連続居住年数は全員、2019 年度から起算されます。つまり、

2018 年度までの累計居住年数は「ゼロ」となり、居住年数には含まれません。当該規定においては、2024 年度末ま

で、全ての住所のない個人が、中国国外払いの中国国外源泉所得につき、免税優遇を享受することができます。 

(2) 専門附加控除項目の新設 

新個人所得税法の施行により、2019 年 1 月 1 日から居住者個人が総合所得の課税所得を計算する際、子女教育

費・継続教育費・重大疾病医療費・住宅ローン利子費用あるいは住宅家賃・老人扶養費用の六つの専門付加控除項

目を適用することが可能になりました。（※ただし、外国籍個人については 2021 年までの 3 年間について従来の免

税手当の継続適用も可能です。詳細は以下の(3)をご参照ください） 

なお、専門附加控除項目の暫定弁法と操作方法では、源泉徴収と予定納税時の専門付加控除項目の情報収集・源

泉徴収申告・資料提出及び監督など、賃金・給与所得等の総合所得の源泉徴収義務者としての雇用主の責任と義

務を定めている点に特に留意が必要です。この規定の導入により日系企業の中国における人事政策は、新たな局面

を迎えるものと考えられます。 

(3) 外国籍個人の免税手当に関する規定の継続適用 

「個人所得税法改正後の優遇政策の継続適用に関する通知」によって、2019年度から 2021年度までの 3課税年度

については、日本人赴任者を含む、外国籍個人は従来通りの免税手当、または新たに定められた専門附加控除の

いずれかを選択し、適用することが可能です。大半の日系企業の場合、赴任者が支給される免税手当の合計金額が

専門附加控除項目の合計額より明らかに高いため、2021 年までの移行猶予期間については、引き続き免税手当を

選択する方が税効果は高いと思われます。但し、現地で外国人従業員を直接採用している場合、住宅手当のような

金額の大きい福利手当を提供しないと思われるため、専門附加控除を適用する方が有利になる可能性もあります。

なお、2022 年 1 月 1 日以降は、外国籍個人についても子女教育費、語学研修費と住宅手当の免税優遇が享受でき

                                                           

1 中国戸籍を有さない日本人赴任者は、中国での賃貸契約締結の有無にかかわらず、税務上は「住所のない個人」として取り扱わ

れます。 
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なくなると規定されているため、中国人と同じように、専門附加控除の適用になるものと考えられ、日系企業の税負担

が増加するものと思われます。 

なお、規定では以下の点が明確化されました。 

 子女教育・継続教育・住宅ローン利子費用あるいは住宅家賃の専門付加控除の条件を満たす場合、外国籍個人

は上述した項目に係る専門付加控除による方法、若しくは現行の子女教育費・語学研修費・住宅手当に関する免

税優遇の方法を選択適用できる 
 但し同一事項について、上記の二つの方法を同時に適用することはできない。またいずれかを選択した後は、当

該課税年度においてその選択を変更することができない 

(4) 年間一回性賞与 

年間一回性賞与に関する優遇政策ですが、2019 年から 2021 年までの 3 年間については、以下のいずれかの方法

で年間一回性賞与を計算すること、と定められています。 

 オプション 1． 今までの優遇税制を適用し、年間一回性賞与を給与に計上せずに、単独で 1 か月の給与として、

優遇税率を適用して税金を計算する 
 オプション 2． 新税法での規定に基づき、給与と合算して総合所得として計算を行う 

上記のとおり、2021 年までの 3 年間は赴任者が二つの計算方法よりいずれかを選択する権利を持っている点に留

意が必要です。なお、2022 年 1 月 1 日以降は、年間一回性賞与は総合所得と合算して個人所得税を計算する必要

があります。 

4. まとめ 

新税法の施行により、今後の個人所得税の徴収は、従前の源泉徴収義務者（雇用主）を中心にした徴収モデルから、

納税者（赴任者）と源泉徴収義務者を共に重んずる徴収モデルへと変更されます。システム化された税務リスク管理

と統制、政府各部門間の協調の推進により、中国税務機関による個人所得税の徴収、管理能力が大幅に向上し、日

系企業の中国におけるコンプライアンスコストが今後ますます増加し続けることが懸念されます。 

また、新個人所得税法で、税務上の居住者の概念が導入されたことにより、日本人赴任者を含む、中国における「住

所のない個人」の課税ルールが一層複雑になりました。今後は、企業が赴任者の出入国日数を適切に把握・管理し、

当ルールを上手に活用していくことが不可欠となります。 

上記の背景を踏まえ、赴任者および企業の人事担当者が、中国の所得税法について理解を深め、現地コンプライア

ンスへの意識を高めることが非常に重要となります。また必要に応じて、外部の専門機関を利用することにより、タイ

ムリーかつ効率的に現地税法・コンプライアンスへの遵守を実現できるものと考えられます。 
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